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NPO法人芸術文化振興市民ネット新庄とは…

山形県新庄市

生涯学習センター「新庄市民プラザ」と

文化施設「新庄市民文化会館」を指定管理

＜主な活動内容＞

施設の管理・運営業務のほか、日本語教室をはじめとする

生涯学習講座や各種イベントを企画・運営



山形県新庄市
山形県北部にある最上地域（8市町村）
の中心部。

人口は約33,000人

最上地域の中でも、行政機関や学校、
病院や企業が集まっており、近隣町村
から通勤・通学している方が多い。

交通機関も県内外の主要都市とを結ぶ
分岐点にもなっている。

四季がはっきりしており、とくに冬は
積雪が多く、交通機関が麻痺すること
も多々ある。

※山形県ホームページより

新庄市における在住外国人
20か国 約380人が在住

国籍別割合 在留資格別割合

①ベトナム

41%

②中国

16%
③インドネシア

10%

④フィリピン

10%

⑤韓国

8%

⑥タイ

4%

⑦ネパール

3%

⑧ラオス

2%

⑨米国

1%
⑩ミャンマー

1%

⑪台湾

1%

⑫その他

3%

①永住者

23%

②技能実習1～3

46%

③特定技能1

13%

④技術・人文知識・

国際業務

4%

⑤家族滞在

4%

⑥特定活動

3%

⑦日本人の

配偶者等

2%

⑧教育

2% ⑨その他

3%



取組み以前の地域の状況
• 最上地域8市町村で公募による日本語教室は新庄市民プラザのみ。

• 山形県でも外国人人口が年々増加し、中でも新庄市は人口に対し外国人の割合が1％を
超えている

• 企業から日本語教室に対する問い合わせが増加

• 問合せが増えても、講師不足により現状では対応できなかった

• 見学者から学習内容の相違で断られるケースもあった

最上地域の空白地域に日本語学習機会を提供する
最上地域の中核となる日本語教室をつくりたい

近隣地域のモデル事業としたい

今後さらに増加するであろう外国人に対応したい

地域や学習者のニーズに合った日本語教室にしたい

講師不足を解消したい

現在取組んでいる事業
＜来日して長い人向け＞

→ 毎週木曜日夜間（年間25回）

日本人配偶者が多い

＜来日して浅い人向け＞

→ 月2回日曜日午前に開催

（年間20回※冬期はオンライン教室）

外国人労働者が多い

※どちらも参加費は年間2,000円

日本語教室の運営

日本語教室での学習支援ボランティアの

発掘・育成を目的に「多文化共生」や

「やさしい日本語」について講座を開催

→ 講座修了した方で「日本語ボランティア

もがみ」を結成し、8名がボランティア

として登録。現在は日本語教室で学習支援を

行っている。

外国人サポート講座の

開催



1～2月（月2回／計4回）

受講生：6名／講師：1名／ボランティア：平均5名

教材は事前（12月）に用紙を配布し、画面共有も行う

事前にボランティアを集めてZOOM研修を実施

オンライン教室の開催
冬期間は雪の影響により教室に通えなくなることがある
周辺地域に日本語学習の機会を提供することにつながる

⇒期間限定でオンライン教室を開催

＜メリット＞

• 天候に左右されない。

• 講師も受講生も新庄市に限らず参加できる。

• 交通費がかからない。

事前に

ボランティアの
ZOOM研修

オンライン
学習

受講生からは意外に好評

＜デメリット＞

• 講師やボランティアのオンラインの経験不足
もあり、スムーズにいかないことも。

• 電波状況やタイムラグにより反応がわかりに
くい。

現在の事業実施体制

NPO法⼈芸術⽂化振興市⺠ネット新庄
（新庄市⺠プラザ指定管理者）

新庄市商工観光課

新庄市総合政策課

新庄商工会議所
山形大学学士課程基盤教育院

新庄市社会教育課

アドバイザー

指導・助言

広報・まちづくり 情報集約・⼈材育成・運営費検討

情報共有・教材検討、学習内容作成助言

日本語教室の運営
養成講座の主催

外国⼈⼈材活用・活躍を軸とした地域づくり

企業情報収集・協力依頼



依頼した関係機関

新庄市社会教育課

所管課

各課に打診

教育委員会とし
て近隣の教育委
員会ともつな
がっている

新庄市総合政策課
（広報・地域まちづ
くり推進室）

市広報を発行

町内会担当

まちづくりの一
環で区長会等で
意見交換をして
いる

新庄市商工観光課
（企業立地・商工振

興室）

市内企業担当

県（最上総合支
庁）の地域産業
課ともつながっ
ている

新庄商工会議所

商工観光課とと
もに市内企業の
情報所持

会議所間での
情報共有によ
り市外の企業
情報を得られ
る

山形大学

学習のエキス
パート

日本語教育に関
する専門的なア
ドバイスを得ら
れる

商工観光課（企業立地・
商工振興室）

県（最上総合支庁）地域産
業経済課

周辺地域をはじめ県内
へ周知

教育委員会

周辺地域の教育委員会へ

日本語教室への問合せ

新庄商工会議所

直接企業から情報を得る

会議所間での情報収集

市外の企業から日本語教
室に問合せ

総合政策課（広報・ま
ちづくり推進室）

直接住民の声を聞く機会
が多い

広報を通じて住民との情
報共有に関わっている

日本語教室の紹介記事を
掲載

日本語教室への問合せ・
参加者増加

最上地域の4市町村から
参加



これまでの取組みの成果

• 日本人住民の外国人に対する意識と、在住外国人の日本語学習意欲の把握

住民に対する意識調査

• 新庄市における日本語教室や在住外国人に関わる情報収集と発信の拡充と共有

• 県内の他地域の在住外国人とその対応策について情報収集

関係機関との連携

• 地域のニーズに沿った日本語教室の開催および受講生の増加

• 近隣地域からも受講

地域の拠点となる日本語教室の運営

• 日本語教室における学習支援人材の発掘

• 地域のニーズに対応できるボランティアグループの結成

外国人サポート講座

今後の課題

最上地域の在住外国人

情報の把握と、広報が

行き渡る仕組みづくり

講師やボランティア

人材のさらなる確保
日本語教室の継続

近隣町村における日本
語教育の普及と教室の

実施

多文化共生に関する

意識づけの継続



今後の展望

新庄市の日本語教室から近隣地域の日本語教室へ

講師陣の充実

多文化共生へ向けたまちづくり

地域全体が絡むインバウンド事業へ後押し

外国人に関する総合的な窓口開設

ご清聴ありがとうございました


